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２Ｄ０８ 

イノベーションの外生化とインテグレータとしての企業 

○久和俊洋，渡辺千仭（東工大社会理工学） 
 
 
1. はじめに 

 

多くの企業が研究開発を競争力の源泉と考え、

研究開発費を増加させている傾向にある。これ

は景気回復による資金増加の要因もあるが、技

術の複雑化、多様化が主な要因と考えられる。

そこで企業は得意な事業領域に経営資源を集中

する「選択と集中」を行い、自社の資源を効率

よく使おうとしている。 

 

図 1. 民間企業における研究開発費の推移（社内使用）. 

 

特に有効な戦略と考えられるのが「外部資源

の活用」と「モジュール化」、および両者の相乗

効果（共進効果）である。企業は資源を自社の

強みに集中させ、競争相手と差別化を図ろうと

している。必然的にビジネスを展開する上では、

自社だけでは補えない点も出てくる。そこで外

部を利用することで弱点を補い、かつ、外部を

自社のビジネスモデルの中で価値のある存在に

することで競争力を増すこともできる。 

 

 

図 2. 民間企業における研究開発費の推移（社外支出）. 

 

またアナログからデジタルという流れのなか

で、扱われる情報量は増え、また移動する速度

も高速化している。そのため以前よりも容易に

他者とコラボレーションできる環境が整ってい

る。またデジタル化によりモジュール間の結合

ルールが定まり、世界最高の知識を使った部品

をモジュールとして集め、組み立てることで世

界最高の製品を作ることが可能になっている。 

本稿では、内外の代表的な研究開発企業に焦

点をあてて、以上の仮説を検証していく。 

 

2. 研究の背景 
 

2.1 外部資源の活用 

「世界中の優秀な人が自分の会社で働いてい

るわけではない」といわれているように、たと

え自社に 1 万人のエンジニアがいようとも世界

にはその何百倍ものエンジニアが日々、研究を

重ねている。その有効な資源を使わない手はな

い。例えば、大学である。大学教授と連携した

り、研究資金を援助したりすることで、最先端
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の知識を吸収することができる。また専門家と

未解決の研究開発課題との縁結びをするオンラ

インの仲介システム（技術のネットオークショ

ン）を使うことにより研究者の世界的コミュニ

ティの人材を活用することができる。 

この時、企業の研究開発部門は自社のアイデ

ィアを製品にするだけでなく、社外から集めて

きた知識を、自社の製品の中で有効に活用する

という役割も果たさなければならない。また自

社では有効に活用できない知識を社外に出すこ

とで、自社の利益につながるようなモデルを考

えなくてはならない。 

 

 2.2 モジュール化 

 モジュール化とは簡単に言えば、「モジュール

（部分）に分割し、分業すること」である。複

雑なものを分割して処理することで効率があが

ることは古くからよく知られていることである。

しかしモジュール化がより重要性を持つように

なってきているのは以下の理由が考えられる。 

まずコンピュータなど、製品の複雑性が非常

に大きくなってきていることである。このよう

な製品はモジュールに分けることで複雑性を分

散させることができる。このとき、モジュール

間の結合のルールを定めることが必要になって

くる。つまりモジュール間の結合ルールさえ厳

守すれば、個々のモジュールを自立的に改善で

きるということであり、最低限の資源があれば

多数のプレイヤーが競争に参加できることを意

味する。競争の結果、個々のモジュールの、革

新のスピードが増し、全体のシステム革新につ

ながると考えられる。 

 

 

図 3. モジュール化により選択肢が増える. 

 

3. モデルケース 
「外部資源の活用」、「モジュール化」およ

び、両者の相乗効果を経営に活かしている

代表的な５ケースを取り上げる。 

 

3.1  P＆G 

企業は常に成長を続けていかなくてはならな

い。規模が７００億ドルに達した P＆G は、社

内の資源だけで数％の成長を実現することは困

難になった。そこでＰ＆Ｇは「コネクト＋ディ

ベロップ」という構想を打ち出し、世界中の組

織や個人とのコラボレーションを行っている。

そしていいアイディアを見つけたら持ち帰り、

社内で拡張することにしている。それにより、

Ｐ＆Ｇ社の新製品のうち、一部を社外から調達

したものの割合は 2000 年の１５％から 2006
年では３５％以上となった。また研究開発の生

産性が６０％近くも向上し、イノベーションの

成功率も倍以上になっているが、売上に占める

研究開発投資は 2000 年の 4.8％から 3.4％まで

低下している。 

 

3.2 メルク 

多数の営利組織や非営利組織によって行われ

た、ヒトゲノムの配列解析に特許権が認められ

る判決が続き、高いライセンス料を支払わなく

てはならなくなることを心配したメルクなどの

医薬品企業は、自社で持っている情報を無償で

公開することにした。これらの医薬品企業の事
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業は、薬品の開発とマーケティングであり、遺

伝子情報を売ることではないため、コアの事業

でないこの遺伝子情報を公開することによりバ

イオテクノロジー企業への高いライセンス料を

防ごうとした。つまり医薬品企業は、遺伝子探

求を行うプレイヤー、全員に公正な競技場を作

ることにより、自分たちの得意なフィールドで

勝負しようとした。 

 

3.3 IBM 

IBMはウェブサーバーやOSの分野では業績

が低迷しており、マイクロソフトなどに圧倒さ

れていた。そこでオープンソースソフトウェア

であるリナックスの支援に乗り出した。資金を

投入し、開発に参加することでリナックスの性

能や信頼性が上昇し、リナックスの顧客が増え

ることとなった。IBM 独自で開発した場合と比

べて大幅に開発費用が節約でき、また顧客が増

えることでリナックス関連のサービスやハード

ウェアの需要が増え、IBM に利益をもたらすこ

とになった。 

 

3.4  任天堂、ソニー 

家庭用テレビゲーム産業は日本が最も競争力

を持つ産業の１つである。またゲーム産業は全

体としてモジュール化されたシステムである。

プレイステーションやファミコンなどのハード

ウェアがルールとして設定されており、ソフト

ウェアをそれぞれモジュールとしてみることが

できる。ハードウェアメーカーは結合ルールを

公開することで、ソフトウェアメーカーに高い

自由度を持って価値のあるソフトを作ってもら

うことで、全体のシステムとしての価値もあげ

ることができる。また数年後とにルールである

ハードをバージョンアップさせることで、シス

テムとしての価値を上昇させている。 

 

3.5  ボーイング 

航空宇宙・防衛産業は、イノベーションがあ

まりに複雑で、あまりに費用がかかるようにな

ってしまい、１社だけで競争に必要な知識のす

べてを所有したり、アクセスしたりすることは

不可能になっている。今まではボーイングが設

計や仕様を決め、サプライヤーに発注していた。

しかしサプライヤーをパートナーとして迎え、

構想段階から参加してもらうことによりそれぞ

れの分野の、最高の知識をモジュールとして用

いることが可能になった。また情報を共有する

ことにより、早期に問題を発見できるようにな

り、開発期間も短期間ですむようになった。し

かし他社をパートナーとして迎えることにより、

自社の知識が流出し、パートナーが強力なライ

バルとなって現れるリスクも負うことになった。

知識の共有は、最高の知識の獲得や効率向上と

のトレードオフを考える必要がある。またボー

イングは、パートナー各社を結びつけるインテ

グレータとしての知識を得ることが可能になり、

強みとして生かすことができるようになった。 

 

4. モデル化 
 

それぞれのケースから得られる教訓 

①，積極的に社外とのコラボレーションを利用

する。 

②，コアでない情報を公開することで、自社に

とって有利なところで勝負できる環境を作

る。 

③，モジュールに分けることで、革新を促しシ

ステム全体の価値を高める。 

④，最高の知識を使うために、サプライヤーを

パートナーとして巻き込み、インテグレー

タとしての役割を果たす。 

⑤，これらをふまえて、有効なビジネスモデル

を考案する。 
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このような戦略をとるときに求められる能力 

1、 市場のニーズを読み取り、形にするマ

ーケティング力 

2、 社外の高い技術を見抜き、結集するプ

ロジェクト実行力 

3、 付加価値のある自社のコアの能力を用

いた改良、組み立て 

4、 社外までも含めた戦略を考え出す企画

力 

  

以上をまとめたものを図４に示す。 

 

図 4. 外部資源の活用とモジュール化のモデル 

 

5. 結論と今後の課題 
 
世界の家電大手が競争する北米市場で、サム

スン電子を抜いて、工場を持たないファブレス

メーカーである「ビジオ」という無名の米国企

業が液晶テレビのシェアで１位になった。モジ

ュール化が進み、アイディアがよければ、自ら

技術を持たなくても商品化が可能になったから

である。 
デジタル時代には、社内の研究開発部門のみ

が新製品の競争力を左右するわけではなくなっ

ている。顧客にとって魅力的なアイディアを考

え出し、それを実現させる技術を広く社内、社

外から集め、結合できる企業が競争力を持つよ

うになっている。 
また「外部資源の活用」や「モジュール化」

も万能ではなく、可能性の多様化により選択肢

が大幅に増え、また外部とのコラボレーション

により情報流出などの可能性などのコストも発

生する。トレードオフを考えながら選択する必

要がある。 
本稿では 5 つのモデルケースから特徴を抽出

したが、今後はこのようなケースの場合だけで

なくより一般的な理論として、また定量的にど

の程度、経営に対して有効なのかを分析するこ

とを課題としたい。 
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